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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期
第１四半期
連結累計期間

第20期
第１四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自 平成28年12月１日

至 平成29年２月28日

自 平成29年12月１日

至 平成30年２月28日

自 平成28年12月１日

至 平成29年11月30日

売上高 （百万円） 27,092 34,559 118,971

経常利益 （百万円） 520 870 3,304

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 354 546 2,262

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 353 545 2,252

純資産額 （百万円） 5,747 15,503 15,085

総資産額 （百万円） 24,145 37,621 35,523

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 6.06 8.02 38.26

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額

（円） 5.57 7.43 35.08

自己資本比率 （％） 23.8 41.2 42.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額を算定しております。

４．第20期第１四半期連結累計期間より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。な

お、比較を容易にするため、第19期及び第19期第１四半期連結累計期間についても百万円単位に変更してお

ります。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について

は、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあ

り、緩やかな回復基調が続いており、個人消費・消費者マインドも緩やかに持ち直しております。また、世界情勢

につきましても、緩やかな回復が続くことが期待されておりますが、中国を始めアジア新興国等の情勢について

は、経済の先行き、政策に関する不確実性による影響、金融資本市場の変動による影響等について留意する必要が

あります。

このような環境のなか、中古車業界におきましては、平成29年12月から平成30年２月までの国内中古車登録台数

は1,484,435台（前年同期比100.1％）と前年を上回る結果となりました。車種別では、普通乗用車登録台数が

771,167台（前年同期比99.0％）であり、軽自動車の登録台数は713,268台（前年同期比101.4％）という結果とな

りました。（出典：一般社団法人日本自動車販売協会連合会統計データ・一般社団法人全国軽自動車協会連合会統

計データ）

当社グループにおきましては、このような状況のなか、収益改善に取り組むべく、車検・整備設備や買取事業へ

の資本投入を行いサービス提供機会の獲得を行ってまいりました。出店に関しましては、平成30年１月に総合店と

して「彦根店」及び「刈谷店」をオープンし、既存店に併設して買取専門店５店舗を出店いたしました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は345億59百万円（前年同期比27.6％増）、営業利益は８億79百

万円（前年同期比67.1％増）、経常利益は８億70百万円（前年同期比67.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は５億46百万円（前年同期比54.2％増）となりました。

 
中古車販売事業

中古車販売事業は、東海北陸地方１拠点（１店舗）、関西地方１拠点（１店舗）を出店した一方、九州沖縄地

方１拠点（１店舗）を閉店いたしました。また、北海道東北地方、関東甲信越地方及び関西地方に併設店として

買取専門店５店舗を出店したことにより、当第１四半期連結会計期間末の拠点数は48拠点（76店舗）となりまし

た。

 
新車販売事業

新車販売事業は、持分法適用関連会社であった株式会社フォルトゥナの全株式を取得し連結子会社化したこと

により北海道東北地方１拠点（１店舗）が増加し、当第１四半期連結会計期間末の拠点数は５拠点（５店舗）と

なりました。

 
その結果、当第１四半期連結会計期間末の拠点数は53拠点（81店舗）となりました。
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当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況については、当社グループの事業は自動車販売及びその

附帯事業がほとんどを占めており実質的に単一セグメントでありますので、その概況を地域別に示すと次のとおり

であります。

 
（地域別売上高）

地域別

前第１四半期連結累計期間

(自　平成28年12月１日

　至　平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成29年12月１日

　至　平成30年２月28日)

対前年同期比

販売高

（百万円）

期末

拠点数

販売台数

（台）

販売高

（百万円）

期末

拠点数

販売台数

（台）

販売高

（％）

期末

拠点数

販売台数

（％）

北海道東北地方 2,804
５

（７）
1,902 3,284

６

（９）
2,007 117.1

１

（２）
105.5

関東甲信越地方 6,794
10

（12）
3,981 8,347

10

（18）
4,929 122.8

－

（６）
123.8

東海北陸地方 11,888
23

（32）
9,079 14,117

24

（33）
9,679 118.8

１

（１）
106.6

関西地方 2,277
６

（６）
1,134 5,131

８

（13）
2,992 225.3

２

（７）
263.8

九州沖縄地方 3,327
６

（９）
2,261 3,679

５

（８）
2,362 110.6

△１

（△１）
104.5

合計 27,092
50

（66）
18,357 34,559

53

（81）
21,969 127.6

３

（15）
119.7

 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．地域別の区分は次のとおりであります。

北海道東北地方………北海道、宮城県

関東甲信越地方………群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、栃木県、山梨県、新潟県

東海北陸地方…………岐阜県、愛知県、三重県、静岡県、富山県、石川県

関西地方………………滋賀県、大阪府、兵庫県

九州沖縄地方…………福岡県、熊本県

　　　３．期末拠点数の（ ）内は店舗数であります。当社は、車のタイプ別に複数店舗を構える拠点があるため、拠

点数と店舗数は異なります。

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は376億21百万円となり前連結会計年度末に比べ20億98百万円増加

いたしました。

流動資産は前連結会計年度末に比べ３億17百万円増加し、266億86百万円となりました。主な要因は現金及び預

金が９億77百万円減少した一方、売掛金が４億13百万円増加したこと及び商品が９億34百万円増加したことによる

ものであります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ17億80百万円増加し、109億35百万円となりました。主な要因は新規出店等

により、建物及び構築物が15億９百万円増加したことによるものであります。

流動負債は前連結会計年度末に比べ９億56百万円増加し、131億42百万円となりました。主な要因は短期借入金

が３億93百万円増加したこと及び買掛金が５億96百万円増加した一方、未払法人税等が５億99百万円減少したこと

によるものであります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ７億23百万円増加し、89億75百万円となりました。主な要因は長期借入金が

６億50百万円増加したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ４億18百万円増加し、155億３百万円となりました。

 
(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

該当事項はありません。

 
(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,288,000

計 180,288,000
 

（注）平成29年10月10日開催の取締役会決議に基づき、平成29年12月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行わ

れ、発行可能株式総数は120,192,000株増加し、180,288,000株となっております。

 

②  【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年４月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,094,600 68,249,400
東京証券取引所
名古屋証券取引所
（各市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 68,094,600 68,249,400 － －
 

（注）１．平成29年10月10日開催の取締役会決議に基づき、平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合

で株式分割を行い、発行済株式総数が45,313,600株増加し、67,970,400株となっております。

２．提出日現在発行数には、平成30年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年12月１日（注）１ 45,313,600 67,970,400 － 3,069 － 3,101

平成29年12月１日～

平成30年２月28日（注）２
124,200 68,094,600 5 3,074 4 3,106

 

（注）１．平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行い、発行済株式総数が45,313,600

株増加しております。

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．平成30年３月１日から平成30年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が246,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ11百万円増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

平成30年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,654,200 226,542 －

単元未満株式 普通株式 2,600 － －

発行済株式総数  22,656,800 － －

総株主の議決権 － 226,542 －
 

（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数及び議決

権の数は株式分割前の数値で記載しております。

 

② 【自己株式等】

平成30年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ネクステージ
名古屋市中区新栄町
一丁目１番地

74 － 74 0.00

計 － 74 － 74 0.00
 

（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数は株式分

割前の数値で記載しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来千円単位で記載しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しまし

た。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年12月１日から平成

30年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年12月１日から平成30年２月28日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,670 5,693

  売掛金 3,136 3,549

  商品 15,217 16,152

  仕掛品 57 58

  貯蔵品 126 151

  その他 1,162 1,083

  貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 26,368 26,686

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,597 6,107

   その他（純額） 2,177 2,290

   有形固定資産合計 6,774 8,398

  無形固定資産 717 806

  投資その他の資産 1,662 1,730

  固定資産合計 9,154 10,935

 資産合計 35,523 37,621

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,301 2,898

  短期借入金 ※１  4,813 ※１  5,206

  1年内返済予定の長期借入金 ※３  1,282 ※３  1,093

  未払法人税等 861 261

  賞与引当金 － 189

  資産除去債務 4 4

  その他 2,922 3,488

  流動負債合計 12,186 13,142

 固定負債   

  社債 1,000 1,000

  長期借入金 ※３  6,625 ※３  7,276

  資産除去債務 468 515

  その他 156 183

  固定負債合計 8,251 8,975

 負債合計 20,437 22,117
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,069 3,074

  資本剰余金 5,476 5,480

  利益剰余金 6,536 6,945

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 15,081 15,500

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 0 0

  退職給付に係る調整累計額 △0 △1

  その他の包括利益累計額合計 △0 △1

 新株予約権 4 4

 純資産合計 15,085 15,503

負債純資産合計 35,523 37,621
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年２月28日)

売上高 27,092 34,559

売上原価 23,014 28,952

売上総利益 4,078 5,607

販売費及び一般管理費 3,551 4,727

営業利益 526 879

営業外収益   

 受取家賃 5 5

 補助金収入 － 45

 経営指導料 8 －

 その他 16 22

 営業外収益合計 29 72

営業外費用   

 支払利息 16 18

 賃貸原価 4 4

 支払手数料 3 56

 持分法による投資損失 8 －

 その他 2 2

 営業外費用合計 35 82

経常利益 520 870

特別利益   

 固定資産売却益 8 －

 新株予約権戻入益 0 －

 特別利益合計 8 －

税金等調整前四半期純利益 528 870

法人税、住民税及び事業税 105 211

法人税等調整額 68 112

法人税等合計 174 324

四半期純利益 354 546

親会社株主に帰属する四半期純利益 354 546
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年２月28日)

四半期純利益 354 546

その他の包括利益   

 退職給付に係る調整額 △0 △1

 その他の包括利益合計 △0 △1

四半期包括利益 353 545

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 353 545

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間において、当社の持分法適用関連会社であった株式会社フォルトゥナの発行済株式の

全部を取得したことに伴い、同社を連結の範囲に含めております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づ

く借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

当座貸越極度額の総額 12,200百万円 13,200百万円

借入実行残高 4,813百万円 5,056百万円

差引額 7,387百万円 8,144百万円
 

 

２　貸出コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメントライン契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年２月28日)

貸出コミットメントラインの総額 650百万円 650百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 650百万円 650百万円
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※３　財務制限条項

前連結会計年度（平成29年11月30日）

(1)㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとするコミットメントライン契約及びタームローン契約について以下の財務

制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を当該決算期の直前の決

算期の末日又は平成22年11月期の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％以上に維持すること。

②　借入人の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

　(2)㈱名古屋銀行をアレンジャーとするタームローン契約について以下の財務制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額が、いずれも平成25年11

月期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

②　借入人の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

　(3)㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとするタームローン契約について以下の財務制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を当該決算期の直前の決

算期の末日又は平成25年11月期の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％以上に維持する事。

②　借入人の各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

 
これらの財務制限条項のいずれかに抵触した場合、金利の引き上げが行われます。なお、当連結会計年度末におけ

るコミットメントライン契約及びタームローン契約による借入金残高は、１年内返済予定の長期借入金642百万円及び

長期借入金2,241百万円であります。
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当第１四半期連結会計期間（平成30年２月28日）

(1)㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとするコミットメントライン契約及びタームローン契約について以下の財務

制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を当該決算期の直前の決

算期の末日又は平成22年11月期の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％以上に維持すること。

②　借入人の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

(2)㈱名古屋銀行をアレンジャーとするタームローン契約について以下の財務制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額が、いずれも平成25年11

月期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

②　借入人の各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

(3)㈱三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとするタームローン契約について以下の財務制限条項が付されております。

①　借入人の各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を当該決算期の直前の決

算期の末日又は平成25年11月期の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか

大きい方の75％以上に維持する事。

②　借入人の各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないように

すること。

 
これらの財務制限条項のいずれかに抵触した場合、金利の引き上げが行われます。なお、当第１四半期連結会計期

間末におけるコミットメントライン契約及びタームローン契約による借入金残高は、１年内返済予定の長期借入金642

百万円及び長期借入金2,080百万円であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
 至 平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年12月１日
 至 平成30年２月28日)

減価償却費 189百万円 299百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年12月１日 至 平成29年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月21日
定時株主総会

普通株式 58 6 平成28年11月30日 平成29年２月22日 利益剰余金
 

（注）平成29年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割、平成29年12月１日付で普通株式１株につき３

株の割合で株式分割を行っておりますが、当該株式分割はそれぞれ平成29年４月１日、平成29年12月１日を効力

発生日としておりますので、平成28年11月30日を基準日とする配当につきましては、株式分割前の配当額を記載

しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年12月１日 至 平成30年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年２月21日
定時株主総会

普通株式 135 6 平成29年11月30日 平成30年２月22日 利益剰余金
 

（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、当該株式分割は平成29年

12月１日を効力発生日としておりますので、平成29年11月30日を基準日とする配当につきましては、株式分割前

の配当額を記載しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年12月１日 至 平成29年２月28日）

当社グループは、自動車販売及びこれらの附帯事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年12月１日 至 平成30年２月28日）

当社グループは、自動車販売及びこれらの附帯事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年12月１日
 至 平成29年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年12月１日
 至 平成30年２月28日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 6円06銭 8円02銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 354 546

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

354 546

普通株式の期中平均株式数(株) 58,466,778 68,046,078

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円57銭 7円43銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
調整額(百万円)

－ －

普通株式増加数(株) 5,165,373 5,416,956

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－ －

 

（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

１．多額の資金の借入

当社は、平成30年３月16日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり借入を実行いたしました。

　資金使途　　　　長期的な事業拡大に伴う運転資金

　　借入先　　　　　株式会社みずほ銀行

　　借入金額　　　　5,000百万円

　　借入利率　　　　基準金利＋スプレッド

　　借入実行日　　　平成30年３月30日

　　借入期間　　　　10年間

　　担保の有無　　　無担保

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成３０年４月９日

株 式 会 社 ネ ク ス テ ー ジ

  取　締　役　会 御　中
 

 

 

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　家　元　清　文　 　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   今　泉　　　誠 　 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ネ

クステージの平成２９年１２月１日から平成３０年１１月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２９年１２月１日から平成３０年２月２８日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年１２月１日から平成３０

年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ネクステージ及び連結子会社の平成３０年２月２８日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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